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資料紹介
マイクロ版『 H本の会社史』
明治維新により、西欧諸国の文化がとりいれられ
たが、我が国の会社の源流もまたここにある。近代
的なシステムとして会社組織が存在していなかった
当時、貿易にせよ産業にせよ、それらに先立つもの
は資金であった。その資金を供給するために、 1872
（明治 5) 年国立銀行が設立された。これにより会
社設立の機運が高まっていった。 1878 (明治11)年
には東京、大阪に株式取引所が設立された。 1880
（明治13) 年、政府より「工場払下概則」が公布さ
れた。いわゆる官業払下である。払下条件は当初厳
しく、民間の希望が少なかった。そこで、早期の資
金回収を政府は諦め、無利息、長期の償還期限と資
金貸出条件を変更して、漸く推進されていった。
1886 (明治19) 年ごろより景気は上向きに転じ、会
社設立が相次いだ。商法が1890(明治23) 年に公布
され、その会社編が 3年後に施行されたことも特筆
すべきだろう。 1894 (明治27) 年勃発の日清戦争に
勝利した影響として、為替市場が安定し、日本の国
際的信用が高まり、外国資本の流人が促進された。
これ以降産業は急速に発展していく。
社史の内容については千差万別である 。創業につ
いて（その由来や年）、沿革、年表、資料、事業所
史、部門史、工場史、主要商品、技術の革新、組織
等。会社案内、会社の現況といったパンフレット的
なものもある。そもそも杜史とは何であろうか。各
研究者間でも意見がわかれるそうだが、日本経営史
研究所編『「会社史」入門』（につかん書房、 1984
年）によると、「会社の歴史的情報を内部資料に基
づいて客観的かつ1本系的に会社自身の責任において
提供するもの」と定義づけている。
この会社自身の責任においてというのか、 日本の
社史の特徴であり、先進自由主義諸国においては、
企業が自らの責任で社史を作成するというのは一般
的でないようだ。つまり、研究者の手による企業の
歴史研究という観点から、書物が発行されるのが欧
米の主流であり、我が固は企業の社員（言わばしろ
26 
澤井浩幸
うと）が編纂に携わり発行するという違いがある。
その根底に流れるものはいわゆる「 H本的経営」と
密接な関連かある。当時個人主義の確立していたこ
れらの諸国に対し、我が国では集団主義という価値
観が広く人々を支配していた。集団と自己とを一体
とみなし個人は集団の利害を自分の利害に優先する
というものである。また集団主義とならんで年功序
列、終身屑用も日本的経営の大きな特徴として挙げ
られる。こうした個人と企業の一体感が社史刊行の
誘因として指摘できよう。
こういった下地も作用して、日本の企業の多くは
社史刊行に積極的であると考えてよい。経営者（経
営陣）が自ら今日まで築きあげてきた足跡を、活字
体として永世に残したいという欲求は、至極当然の
ことかもしれない。会社創立何十周年を迎えるにあ
たり、記念事業として企画し、社員に命じ編簗委員
会なるものを発足させ、年月をかけ刊行させるので
ある。近年は、ディスクロージャー（情報開示）の
面からも、社史が注目されてきている。社史刊行自
体、そしてその内容が評価に値するものなら、ディ
スクロージャーに積極的とみなされよう。
しかしながら、これまで社史の実態がつかみきれ
ていなかった。それには、次のようないくつかの理
由が考えられる。社史の刊行時期には、おおむね規
マイクロ版『日本の会社史』
史』では編集委員に鐸々たるメンバーを揃え、研究
者にとって有益な社史ばかりを厳選したということ
なので、その点でも利用価値力ざ高いと確信する。制
作に際しては、発行企業でもすでに在庫がないこと
もあり、国立国会図書館や国内主要大学図書館に協
力を要請している。関西大学経済・政治研究所も従
前より社史、団体史を積極的に収集してきている。
今回の刊行にも所蔵事前調査を依頼され、内10点の
所蔵資料を提供している。残念なのは、著作権の問
題上、現物のマイクロ撮影を見送らざるをえなかっ
たため、収録されていない企業（資生堂など）があ
った点である。
則性はあるが、何十周年で刊行するかは企業が判断
することで、刊行されているかどうかがつかみにく
いこと。刊行の前提として、企業の体質ｶゴ健全でな
ければならず、不況等業續悪化の時期には人力、財
力の面から刊行に消極的になること。現に太平洋戦
争時や終戦直後、オイルショック時に社史を刊行し
た企業はごく僅かである， これらの要件をみたして
刊行された社史は、 自費による出版物で多くの場合
非売品であり、 さらに大々的に広告されることも稀
なので、事前に刊行の情報をつかむことは困難であ
ること。 しかも社内や、関係者を対象として限定部
数しか発行されないため、関係者以外は古本市場で
探し求めるという非効率的な入手方法に甘んじるほ
かなかったこと。図耆館や研究所などの公的機関へ
の寄贈も、 どこに何部寄贈するかは、すべて企業の
判断に委ねられてしまうこと、などである。そうい
った時代力苛永らく続いていた。
今日の日本力罫あるのは、企業の発展力罫あった故と
いわれる。 しかし、現在我が国の経済は低迷してお
り、未来への不透明感ｶゴさらに不安をよんでいる。
過去の日本経済、業界全体の動向に当時の経営者は
いかに意思決定して乗り切ってきたかを調査し、今
後の対応策を模索するのも有益ではないか。 もしか
すれば、企業をおこしてみる気分になるかもしれな
いo
このような社史に関するアブ。ローチがおぼつかな
い中、 「会社史総合目録」が1986年刊行された。専
門図耆館協議会の30周年記念事業の一環として企画
された。専門図書館協議会会員機関を主たるメンバ
ーとする全国43機関が協力し、各機関ｶゴ所蔵する明
治以降の我が国で発行された社史及び経済団体史の
総合目録である。業種別に50音順に配列された社史
は総点数6127点にも達し、現在でもなお最も信頼性
の高い網羅的な目録といえよう｡ さらに評価すべき
は、各社史名のあとに当該社史を所蔵する前述の機
関力ざ列挙されているので、近隣機関での利用の手立
てとなっている。 もう一点、巻末に業種ごとの会社
史刊行状況についての解題が載っているのもあり力罫
たい◎
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(さわいひろゆき学術資料課）
今回紹介したいのはマイクロ版「H本の会社史』
である。利用の困難性を利用者サイドから駆逐し、
社史そのものをマイクロフィルム化した画期的な資
料である。東証一部の上場企業ならびにそれに準ず
る大手企業をII!心に約1000社、約2500点にものぼる
社史類を収録したマイクロ版コレクション。前述の
『会社史総合目録』で、近隣の図書館等で所蔵して
いることがわかっても、現物に到達するのは、 また
別の問題である。数社の社史を利用したい場合など、
一機関ですべて所蔵している確率は低く、利用のネ
ックとなる。 また、せっかく利用しても内容的に希
望に沿わないこともある。マイクロ版『日本の会社
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